
①電子署名、認証業務及びタイムスタンプに関する調査研究の請負②仮想化環境における安心・安全なICT利活用に
必要な認証技術等の動向調査の請負③電子署名及び認証業務に関する法律に係る海外動向調査の請負の３案件に
分けて執行した。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

電子署名に係る認証業務の認定制度を円滑に運用するには、電子署名及び認証業務に係る関連技術やビジネスモデ
ル等の動向調査が必要であり、①電子署名の安全性及び認証業務の信頼性に関する動向調査等②認証業務の認定
に関する国際相互承認に資する調査研究③電子署名の長期利用に係る調査研究④普及啓発活動を実施した。これら
を踏まえた認定基準の適切な見直し等を実施する予定。

「電子署名及び認証業務に関する法律」に基づく認定制度の円滑な実施等のため、電子署名の安全性に関する動向
調査や普及促進に向けた取り組み等を実施する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

4559

執行率 98% 93% 77%

事業番号 0110

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成12年度電子署名及び認証業務に関する調査研究

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

現行または見直し案どおり
予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

一般競争入札における適合基準を見直し、今後はより多くの入札者を募る。

請負先との緊密な連絡・連携体制を構築し、中間報告等によって業務の進捗状況を随時把握するとともに、室内に配
置した監督職員及び検査職員により、仕様書に基づいた納入成果物となっているかを確認している。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 53

総事業費(執行ベース) 58 53 41

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 情報セキュリティ対策室

上位政策

室長　中野　正康情報流通行政局

一般会計

担当部局庁

情報通信技術利用環境整備費

45

53 41

関係する計
画、通知等

電子署名及び認証業務に関する法律　第33
条、34条

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

A.(株)日立製作所

２６百万円

総務省 ４１百万円

B.(株)日立製作所

９百万円

C.ワシントンコアL.L.C 
５百万円

一般競争入札 一般競争入札 一般競争入札

電子署名、認証業務

及びタイムスタンプに

関する調査研究の請

負

仮想化環境における

安心・安全なICT利活

用に必要な認証技術

等の動向調査の請

負

電子署名及び認証業務

に関する法律に係る海

外動向調査の請負

電子署名及び認証業務に関する調査研究

応募者数 : 2

応募者数 : 2

応募者数 : 2



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.日立製作所 E.

10

使　途 金　額
(百万円）

外部委託費
日立インターメディックス株式会社
セミナーの開催経費・会場／備品借料・設
営作業等）

4

人件費 研究者及び研究補助員 10

外部委託費
財団法人　日本データ通信協会
電子署名・タイムスタンプの調査研究

その他 セミナー開催経費（旅費・資料印刷費） 2

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 26

外部委託
㈱日立コンサルティング
サービス利活用状況、技術調査 5

B.日立製作所 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 諸外国の標準化動向調査 2

人件費 仮想化サービスの諸外国動向調
査

2

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 9 計

C.ワシントンコアL.L.C G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 研究者及び研究補助員 5

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 5 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



  
 

平成 13 年 4 月より施行された「電子署名及び認証業務に関する法律」では、認証業務に対する任意的

認定制度を導入し、認証業務に関する信頼性の目安を提供することにより、国民が安心して電子署名を利

用できる環境を整備し、ネットワークを利用した社会経済活動を一層促進することを目的としている。 

本施策は、同法の規定（①電子署名及び認証業務に係る技術の評価に関する調査研究と②特定認証

業務を行う者及びその利用者に対する援助とについて主務大臣の努力義務を定める同法第 33 条、③電

子署名及び認証業務に関する教育活動、広報活動等について国の努力義務を定める同法第 34 条）等に

基づき、平成12年度～平成20年度に実施された「認証機関に対する資格認定業務の実効性確保等に関

する調査研究」に継続して調査研究等を実施するものである。 

１ 施策の概要 

以下の課題について調査研究等を実施する。 

(1) 電子署名の安全性及び認証業務の信頼性に関する動向調査等 

電子署名及び認証業務は技術等の進展が著しい分野であり、本認定制度を適切に運用するには、

電子署名及び認証業務に係る関連技術やビジネスモデル等の動向を踏まえた認定基準の適時適切

な見直しが不可欠であるため、関連する技術動向等についての調査研究を行う。平成 21 年度におい

ては、暗号危殆化に伴う政府機関における暗号移行指針の決定を踏まえ、新たな暗号アルゴリズムに

対応した情報システムの相互運用性の検証等に関する調査研究を行う。 

(2) 認証業務の認定に関する国際相互承認に資する調査研究 

国際的電子商取引を促進するためには、電子署名及び認証業務に関する国際相互承認等の環境

整備が必要であることから、諸外国における関連法制度・暗号危殆化対応等の調査を行う。 

(3) 普及啓発活動 

電子署名及び認証業務に関する普及啓発・広報活動を通じ、国民の理解の醸成を図る。 

(4) 電子署名の長期利用に係る調査研究 

有効期間を満了した電子証明書に係る電子署名について、署名付与時の有効性を確認できるように

する必要性が認識されているため、電子署名の長期利用に関する調査研究を行う。平成 21 年度にお

いては、実際の暗号移行段階において電子署名付き文書の長期検証可能性を十分に担保する手段に

ついて、調査・研究を行う。 

２ イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①公開鍵の登録①公開鍵の登録

国 

「電子署名及び認証業 

務に関する法律」 

認定基準 

・電子署名の安全性の基準 

・業務の用に供する設備 

・真偽確認等業務の方法  等 

 

認定基準の見直し 

・電子署名の安全性の確保 

・新たな電子署名方式への対応 

・新たなビジネスモデルへの対応 

               

 
認定 

電子署名及び認証業務に関する調査研究 
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